
令和８年度長門市地域経済共創支援プラットフォーム構築業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

令和８年度長門市地域経済共創支援プラットフォーム構築業務を委託するに当たり、次の

とおり公募型プロポーザルを実施します。 

なお、本業務委託のプロポーザルは、令和８年度長門市当初予算が原案どおり成立するこ

とを前提として、年度開始前準備行為として実施するものであり、予算が原案どおり成立し

ない場合は、このプロポーザルの中止・変更等を行うことがあります。 

また、国の地域未来交付金を活用し実施する業務であり、当交付金の交付決定がなされな

かった場合又は減額されたときは、このプロポーザルの中止・変更等を行うことがあります。 

 

 

１ 業務の概要 

（１）業 務 名  令和８年度長門市地域経済共創支援プラットフォーム構築業務 

（２）業 務 内 容  別紙「令和８年度長門市地域経済共創支援プラットフォーム構築業務仕

様書」のとおり 

（３）契 約 期 間  契約締結日から令和９年３月３１日まで 

（４）契約上限額  ２５，０００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

※仕様書は、実施しなければならない最低限の業務を示したものである。応募者が有する

本業務の実施に係る知見やノウハウなどを活用した提案を積極的に行うこと。 

※契約上限額は、契約金額の上限額を示すものであり、本市がこの金額で契約するこ

とを約束するものではない。 

 

２ 提案書の提出者の資格 

本プロポーザルに参加できる者は、単体企業又は共同企業体として、次に掲げる全ての

要件を満たしていなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4に規定する者でないこと。 

（２）会社更生法（平成 14年法律第 154号）、民事再生法（平成 11年法律第 225号）等の

規定に基づき更生または再生の手続きの申し立てがされていない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第

2 号に規定する暴力団、暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者でないこと。 

（４）参加意向申出書の提出の日から契約締結の日までの間において、長門市物品等及び業

務委託契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けていないこと。この場

合において、国及び県工事等において指名停止がある場合も提案資格がないものとする。 

（５）国税及び地方税を滞納していない者であること。 

 

 



３ 日程 

実施内容 実施日又は提出期限 

プロポーザル実施の公示 令和８年２月 16 日（月） 

質問書の提出期限 令和８年２月 24 日（火）午後５時 

質問に対する回答 令和８年２月 27 日（金） 

参加意向申出書提出期限 令和８年３月３日（火）午後５時 

提案書提出期限 令和８年３月 17 日（火）午後５時 

ヒアリング審査 令和８年３月 25 日（水） 

選考結果の通知・公表 令和８年４月上旬予定 

契約締結日 令和８年４月上旬予定 

 

４ 参加意向申出に関する書類の提出 

参加意向申出に関する書類は、次のとおりとします。 

（１）参加意向申出に関する書類 

ア プロポーザル参加意向申出書（別記様式第１号） 

イ 会社概要説明書（別記様式第２号） 

ウ 履行実績確認書（別記様式第３号） 

エ 参加資格要件確認誓約書（別記様式第４号） 

オ 登記簿謄本・履歴事項全部証明書（法人格を有しない場合は、目的、名称、所在

地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を記載した書類） 

カ 納税証明書（国税、都道府県税及び長門市税の未納がないことを証明する書類） 

  ※写し可 

※長門市以外に事業所がある者は長門市税の納税証明書は不要です。 

キ 法人においては、直近１年度分の事業報告書、賃借対照表及び損益計算書（又は

これらに類する書類） 

ケ 暴力団排除に関する誓約書（別記様式第５号）、役員名簿（登記簿謄本に記載さ

れている監査役を除く全ての役員を記載すること。）及び照会承諾書（別記様式第

５号・別表） 

（２）提出期限 

令和８年３月３日（火）午後５時（必着） 

（３）提出先 

下記「１１ 担当部課（問合せ先・提出先）」に同じ 

（４）提出方法 

電子メール又は郵送で提出してください。郵送の場合は、本市への到達が証明できる

書留等によるものとし、受付期間内に到達したものを有効とします。 



（５）提出部数 

   １部 

（６）提案資格の確認及び確認結果の通知 

参加意向申出者の提案資格の確認等を行い、確認結果を令和８年３月１０日（火）ま

でに電子メールで通知します。 

（７）その他 

  ア 受付期間内に参加意向申出書類等を提出できなければ、本プロポーザルに参加でき

ません。 

  イ 提出された参加意向申出書類等は返却しません。 

  ウ 参加意向申出書類等の記載事項に変更が生じた場合は直ちにその旨を書面で連絡し

てください。 

  エ 参加表明後に辞退する場合は、令和８年３月 13 日（金）午後５時までに書面によ

る辞退届（任意様式）を提出してください。 

 

５ 提案資格の取り消し 

参加意向申出書類等の提出後から受託候補者決定までの間に、次のいずれかの事項に

該当する場合は、提案資格を取り消します。 

（１）参加意向申出書類等の提出書類に虚偽の記載があった場合。 

（２）長門市物品等及び業務委託契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受け

る等、社会的不祥事に関わり、公共事業の受託者として相応しくないと認められる場合。 

（３）参加者が提案資格要件を満たさなくなった場合。 

（４）その他、本要領に違反すると認められる場合。 

 

６ 質問及び回答 

  質問がある場合は、次のとおり提出してください。 

（１）提出書類 

質問書（別記様式第６号） 

（２）提出期限 

令和８年２月 24日（火）午後５時（必着） 

（３）提出方法 

電子メールにより提出してください。質問書以外での問い合わせは一切受け付けま

せん。質問書が到達していることを電話により速やかに確認すること。 

（４）提出先 

下記「１１ 担当部課（問合せ先・提出先）」に同じ 

（５）回答方法 

令和８年２月 27 日（金）までに、提出された全ての質問及び回答をまとめて長門市

ホームページに掲載します。 

なお、質問のあった事業者名は公表しません。 



 

７ 提案書等の提出 

次に掲げる書類を提出してください。なお、原則１事業者１案の提案とします。 

（１）提出書類 

ア 提案書（別記様式第７号） 

イ 企画提案書（任意様式） 

ウ 実施スケジュール（任意様式） 

エ 実施体制調書（別記様式第８号） 

オ 参考見積書（任意様式） 

（２）提出期限 

令和８年３月 17日（火）午後５時（必着） 

（３）提出先 

下記「１１ 担当部課（問合せ先・提出先）」に同じ 

（４）提出方法 

郵送（書留郵便又は配達証明できるものに限ります。）、宅急便（手渡ししたこと

が証明されたものに限ります。）又は持参（土曜日、日曜日、祝日及び時間外は受付

不可。）してください。 

（５）提出部数 

  10部（正本１部、副本９部） 

（６）提案書等作成上の留意点 

ア 企画提案書 

（ア）Ａ４版（一部Ａ３版資料折込使用可）、横書きで作成してください。 

（イ）表紙を付け「令和８年度長門市地域経済共創支援プラットフォーム構築業務」

と記載してください。 

（ウ）市から補正等を求める場合を除き、提出期限後の提案書等書類の差替えは認め

られません。 

  イ 参考見積書 

（ア）参考見積書記載金額については、業務全体の本体価格（税抜き）、消費税額

（消費税額及び地方消費税額計を含む）を別々に記載し、さらにそれらの合計金

額を明記してください。 

（イ）参考見積書については、諸経費等の積算の内訳が判別できるように、できるだ

け詳細に記載してください。 

（ウ）見積もりの上限額は上記１の（４）とし、上限額を超える見積金額の提案が

あった場合は失格とします。 

（エ）宛先を「長門市長」、業務名を「令和８年度長門市地域経済共創支援プラット

フォーム構築業務」とし、事業者の所在地、商号または名称、及び代表者職氏名

を記載してください。なお、代表者印の押印は不要とします。 

 



８ 受託者の特定 

（１）審査方法 

市が設置する公募型プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）におい

て、提案書等の書類、ヒアリングの内容の審査及び評価を行い、最も適した提案を行っ

たものを受託候補者として選定し、市長が受託者を特定します。また、参加事業者が１

者の場合も選定を行う。ただし、評価点が 6 割に満たない場合は、受託候補者として選

定しない。 

（２）評価基準 

別紙「評価基準」に基づき、提案書及びプレゼンテーションの内容を踏まえ評価を行

う。 

（３）プレゼンテーションの実施 

オンラインにて提案者による説明を実施し、審査委員による質疑を行います。応募者

が４者を超える場合、審査委員会は提案書による書面審査を行い、プレゼンテーション

の対象とする応募者をあらかじめ選定することができるものとする。 

ア 日程・会場 オンライン会議用の URL は別途通知  

イ 出席者   ３名以内  

総括責任者を含め最大３名とし、業務を受託した場合、主として本業

務に従事する者（管理責任者）が説明を行ってください。 

 

ウ 発表時間  １提案者につき、提案説明は 20 分、質疑 20 分を目安とする。  

エ その他   ・プレゼンテーションは非公開とする。  

・プレゼンテーションは参加意向申出書の受付順とする。 

（４）特定及び非特定の結果通知 

提案者に、受託者として特定した又は特定しなかった旨を、令和８年４月上旬に通

知します。 

 

９ 契約に関する基本事項 

（１）提案内容がそのまま契約内容となるものではなく、受託者として特定した者（以下

「特定者」という。）と当該業務の仕様等について協議を行った上で、見積書の提出

を求め、随意契約により契約を締結します。 

（２）特定者との協議が整わないときは、次順位の提案者を受託者として特定し、順次契

約に関する協議を行います。 

（３）契約金額については、特定者から新たに見積書を徴取し、市が設定する予定価格の

範囲内と確認したうえで決定します。 

（４）契約金額の支払いは、原則として事業終了後の精算払いとします。 

 



１０ 留意事項 

（１）本プロポーザルは優先交渉権者の特定を目的に実施するものであり、契約内容におい

て必ずしも提案内容に沿うものではありません。 

（２）本プロポーザルの企画提案及びヒアリングに要する費用は、全て提案者の負担としま

す。 

（３）提出された書類等は、返却しません。 

（４）提出された書類等は、必要に応じ複写（市役所内及び審査委員会での使用に限りま

す。）します。 

（５）提出された書類等は、企画提案者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しません。 

（６）提案された企画提案書は、長門市情報公開条例に基づく開示請求があった場合には対

象文書として原則開示することになります。なお、事業を営むうえで、競争上又は事業

運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は同条例第１０条第１項第３

号の規定により非開示となりますので、提出書類の該当部分と非開示とする具体的な理

由を別記様式第９号により提出してください。 

開示・非開示の判断は提出された理由に基づき行うものではなく、その理由を参考に、

同条例に基づき市が客観的に判断します。 

（７）審査結果に係る問い合わせ不服申し立ては一切受け付けません。 

（８）本プロポーザルに関連し知り得た情報については、本市の承諾を得ることなく、第３

者に漏らしてはならない。 

（９）本要領に定めるもののほか、必要な事項については担当部課が定めます。 

 

１１ 担当部課（問合せ先・提出先） 

長門市 経済産業部 企業誘致・まちづくり推進課企業誘致班 

〒759-4192 山口県長門市東深川 1339番地 2 

TEL（0837）23－1216  FAX（0837）22－8458 

E-mail：kigyo.yuchi@city.nagato.lg.jp 


